
環境経済学 講義資料１１（２）
レクリエーションの便益評価

青山学院大学 経済学部

松本 茂
shmatsumoto@jm.aoyama.ac.jp

http://www1.kamakuranet.ne.jp/shigeru-matsumoto/



2016/6/7 環境経済学１１ 松本茂 2

レクリエーションの便益評価

 私たちは海水浴や森林浴などのレクリエーション活動を
通じて環境資源から多くの便益を享受している。

 そうしたレクリエーションの便益をどの様に評価すること
ができるだろうか。

 私たちが泳ぎに行く場合、プールに行くのか海に行くの
かを比較する。

 プールに行く場合は入場料を支払うが、海水浴に行く場
合はその対価を支払わない。

 人々が海水浴からどの様な便益を得ているかを評価す
るためには、何らかの工夫が必要となる。

 この講義ではレクリエーションの便益を目的に開発され
た2種類の評価方法を紹介する。
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旅行費用法

 レクリエーション活動自体に直接対価を支払う必要がな
くても、レクリエーションをするために何らかの費用を支
出する必要がある場合がある。

 例えば、海水浴にいくために旅行する必要がある場合、
人々は旅行費用を支払う必要がある。

 そうした旅行費用が増加すると、人々のレクリエーション
需要は低下すると予想される。

 旅行費用法では、そうした補完財への支出状況を手が
かりに人々のレクリエーション需要を推計する。
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旅行費用法の概念図
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弱補完性理論

 旅行費用法は弱補完性理論に基づいている。

 この理論が成立するためには、2つの条件が必要となる。

 第1の条件は、レクリエーション活動を行う時に、同時に
消費する補完財が存在することである。
 そうした補完財が見つけられない場合には、旅行費用法は利

用できない。

 第2の条件は、補完財の価格がある金額（Choke 
Price）を超えた時、レクリエーション需要がゼロとなるこ
とである。
 Choke Priceがない場合にはレクリエーションの便益は無限大

となってしまう。
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旅行費用法の種類

 旅行費用法には

1. ゾーン別旅行費用法

2. 個別旅行費用法

の2種類がある。
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ゾーン別旅行費用法の手順

 調査目的

 どの地域（ゾーン）から、どれ位の人がレクリエーションサイトを
利用しているかを分析する。

 データの収集

 各ゾーンのデータを収集（一定期間にどのレクリエーション施設
をどれだけ訪問したか）

 統計分析

 ゾーン別に旅行費用を計算し、センサスを利用してゾーン毎の
旅行需要を導出する。

 ゾーン別の消費者余剰を計算、レクリエーションの便益を評価
し、 後に集計をおこなう。
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ゾーン別旅行費用法

ゾーンＢ

ゾーンＣゾーンＡ

レクリエーション施設

利用頻度 ７回/年

利用頻度 ５回/年

利用頻度 ２回/年
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旅行需要関数
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代替施設の影響

ゾーンＢ

ゾーンＣゾーンＡ

レクリエーション施設

利用頻度 ７回/年

利用頻度 １回/年

利用頻度 ２回/年

代替施設
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個別旅行費用法

 旅行費用法の 終目的は各人のレクリエーショ
ン活動の機会費用を調べることである。

 ゾーン別旅行費用法では、どの様な人がどんな
目的でレクリエーション施設を利用しているのか
を知ることが難しい。

 そうした点を補完すべく、近年では個別旅行費
用法が利用されるようになってきている。
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利用者の属性と施設の利用目的

ゾーンＢ

ゾーンＣゾーンＡ

レクリエーション施設

利用頻度 ７回/年

利用頻度 ５回/年

利用頻度 ２回/年
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個別旅行費用法の手順

 調査の目的

 どのような特性をもった人が、レクリエーションサイトを訪問して
いるかを分析する。

 データの収集

 訪問者のデータを収集（何処から来たか、一定期間にどれだけ
施設を利用したか、どの様な人か、施設利用の目的は何かな
ど－－－）

 統計分析

 集計したデータを利用して旅行需要を導出する。

 消費者余剰を計算、レクリエーションの便益を評価し、 後に
集計をおこなう。
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旅行費用法の問題点

1. 評価対象となるのは、レクリエーション活動の便益で
ある。

2. 利用頻度が低く、めったに利用しない人々の便益評価
が困難である。

3. 代替地が存在するとき、その代替地との関係を調べる
ことが難しい。

4. 複数の施設を一度に訪問する様な場合、各施設がそ
れぞれどれ位の便益を持つかを調べにくい。

5. レクリエーション施設の環境質を人々がどの様に評価
しているかを分析しにくい。
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離散選択法

 上述の様な旅行費用法の問題点を克服しレクリ
エーションの便益を評価するために、もう一つ別
の評価方法が提案されてきている。

 人々がレクリエーション活動をする場合、似通っ
た特色をもつ候補施設を幾つか取り上げ、その
中から一つの施設を選んで訪問する。

 そうした人々の施設選択の行動を分析し、人々
がレクリエーション施設にどの様な評価をしてい
るかを調べる方法を離散選択法とよぶ。
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離散選択法の概念図
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離散選択法の手順

 人々がどの様な項目を考慮し、レクリエーション施設を
選択しているか想定する。評価項目の中に例えば環境
質を加える。

 人々が評価項目をどの様に評価するか特定化する。

 データを集めて計量分析を行う。

 評価項目（環境質）の変化が人々の選択行動をどの様
に改変させるかを調べたり、評価項目の変化（環境質の
改善）に対し人々がどれ位の支払いを行うかを調べたり
する。
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ランダム効用モデル１

 個人 i が、レクリエーション・サイト r を選択した
時の効用をUir とする。

 この効用が２つの要素から決定されるものとす
る。

 Uir = Vir ＋εir

 Vir ＝研究者が手持ちのデータから予測できる個人 i
のレクリエーション施設 r の利用便益

 εir ＝ 研究者が手持ちのデータからでは予測できな
いランダム項
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レクリエーション便益の特定化

 Uir = Vir + εir

= Vi （yi-TCir, Qr, SCi） + εir
 yi = 個人 i の所得

 TCir = 個人 i が、レクリエーション施設 r を利用するため
の費用

 Qr = レクリエーション施設 r の特性

 SCi = 個人 i の社会的特性
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レクリエーション施設の選択確率

 Luce and Suppes (1965) と McFadden（1974）はラン
ダム項が一定の条件の下で出現する場合、個人 i が、
m個のレクリエーション施設の中から r番目のレクリエー
ション施設を選択する確率πir は以下の式で与えられる
ことを示した。
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 これは研究者が観察できる項目Virからのみで構成され
ているので、手持ちのデータから推計することが可能で
ある。



2016/6/7 環境経済学１１ 松本茂 21

環境質の改善便益

 レクリエーション施設 r の環境質が、Qr
0からQr

1

へ改善されることの便益は、個人 i の支払い意
思額ＷＴＰ を利用し以下の様に定義できる。

 Vi （yi －TCir, Qr
0, SCi）

＝ Vi （yi －TCir － WTP, Qr
1, SCi）

例： Vi ＝ a（yi －TCir）＋bQr

a（yi －TCir）＋b Qr
0

＝ a（yi －TCir－WTP）＋b Qr
１
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離散選択法の問題点１

 離散選択法は選択問題を上手く描写することが
できるが、施設を何度も利用した場合に効用が
どう変化するかを示すことができない。

 何度も同じ施設を利用すると、限界効用が逓減
するため、レクリエーションの便益は低下すると
予想されるが、離散選択法ではそうした視点が
欠落している。

 一方、旅行費用法では旅行需要関数が右下が
りになると想定しているので、レクリエーションの
限界効用は逓減すると想定されている。
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離散選択法の問題点２

 先程紹介したランダム効用モデルでは、
Independent of Irreverent Alternativeの条件が
想定されている。

 この条件は2つのレクリエーション施設の選択確
率が、第3のレクリエーション施設が利用できる
かどうかに依存しないことを要求する。

 これは非常に強い条件であり、選択行動をより
正確に描写するためには工夫が必要となる。
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IIA条件

選択確率 施設A 施設B 施設C

初期 1/3 1/3 1/3

IIA条件

成立
1/2 1/2 利用不可

IIA条件

不成立
3/5 2/5 利用不可
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離散選択法の事例１
湖の環境質の改善

北部地域

南部地域
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離散選択法の事例２

 水質改善の便益評価

 湖の水質が改善されることに、人々がどのような便益
を見出すか。

 Uｊｖ = Vjv + Vv +εjv +εv

 Uｊｖ = 地域 v にある湖 j を利用した時に得られる便益

 Vv = 地域 v にある湖を利用するときに得られる便益

 Vjv = 地域 v にある湖jを利用するときに得られる便益

 εv = 地域 v に共通なランダム項

 εiv = 純粋なランダム項
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離散選択法の事例３

利用者の変化 北部地域
222人

南部地域
１,２２２人

厚生水準の変化 環境改善 そのまま

現状の利用者数を基準
に評価した場合

3.758 ドル/年 0.567 ドル/年

利用者数の増加を考慮
して評価した場合

35.486 ドル/年 2.806 ドル/年

利用者一人あたりの便
益

0.617 ドル/年 0.095 ドル/年

出所： Feather, P., Hellerstein D., and Tomasi T. “A Discrete-Count 
Model of Recreational Demand,” 1995, JEEM


